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平成29年9月
第112号

（公社）栃木県米麦改良協会
宇都宮市平出工業団地9番地25

☎（028）616ー8700

日頃より本県農業の推進に、格別の御理解と
御協力をいただき、お礼を申し上げます。

このたび農業試験場原種農場長に着任いたし
ました大谷です。関係者の皆様には、よろしくお
願い申し上げます。

県は平成 28 年度からの 5 カ年計画「とちぎ農
業 “ 進化 ” 躍動プラン」を策定し、関係者の皆
様と各種施策を推進しています。農業者が県の
農業施策に求めるアンケート調査から最も多かっ
たのが、「農産物のブランド力向上」、次いで「新
品種・新技術の開発・普及」でした。ブランド
化や需要に応じた新品種の普及のためには、毎
年、優良種子の確保・維持がなければ成り立ち
ません。また、栃木県の種子更新率は、水稲が
100％、二条大麦が 99.9％、六条大麦が 98.8％（播
種量からの推測）と、全国的にも高い県の 1 つ
です。

稲、麦、大豆の種子生産の流れは、原々種、
原種（農業試験場）→ 採種（県内各地の採種
農家）→ 一般栽培と３段階で増やします。例え
ば、育成者から預かった 0.1kg の稲種子を原々
種、原種、採種の各段階約 100 倍づつ増やし、
一般農家へ 100ｔの種子（約 2,800ha 分）を供
給します。平成 29 年産の原種を、農業試験場
は水稲５品種 4.5ha、陸稲１品種 0.3ha、大麦４
品種 8.0ha、小麦２品種 1.5ha、大豆１品種 1.6ha
で生産しています。

優良種子の条件は、純粋性（異品種、異種穀
粒、雑草種子の混入が無い）、健全性（発芽揃
いが良く、種子伝染性病害に侵されていない）、

良質（充実が良く、発芽・生育が良い）の３要素
が揃っていることです。一般の食糧生産に比べ、
幾倍も労力を投入して種子を生産しています。一
般的な受験や事業では、80 点も取れれば合格で
すが、種子生産においては、原則 100％純粋で
あることが求められます（農産物検査法）。水稲
ではそれを検証するための DNA 検査も行われて
います。そのため、農業試験場では写真のように、
１個体ずつ確認しながら種子を生産し、1 品種ご
とに収穫機や乾燥機は細部まで分解して清掃し
ます。また、自然災害、事故等に備えて、農業
試験場では、最低１年分の原種を備蓄する体制
を整えています。病害虫は予防に重点を置いて、
適期に気象条件等を勘案しながら防除していま
す。

生産者、消費者に選んでもらえる農産物を提
供し、支持される農業を実践することが重要で
す。稼げる農業と棲みよい農村環境を目指して、
優良種子の安定供給を関係機関と連携しながら
着実に実践してまいります。関係者の皆様方のな
お一層の御理解と御協力をお願いいたします。

　　　　　　優良種子の安定供給について

 農業試験場原種農場長　大谷　和彦

写真　生育期の異株除去
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平成29年産麦類種子生産実績及び
30年産麦類採種計画について

平成 29 年産麦の作柄は、11 月の断続的な
降雨により、播種が遅れたところもあった。そ
の後の低温などで年内の生育が遅れた。年明
け後は、気温が高く推移し、生育が回復した。
収穫は、平年に比べ早まり順調に行われた。
収穫量は、平年並みからやや多く、一部で細
麦や青未熟粒が発生した。

平成 29 年産麦類種子の生産実績は、（表１）
のとおり、二条大麦、六条大麦は契約数量を

確保できたが、小麦の「ゆめかおり」が契約
数量をしたまわった。

平成 30 年産麦類採種計画については、８
月 25 日に開催した平成 30 年産麦類採種ほ設
置計画会議において、麦類種子の需給状況を
踏まえ、種子場農協、県、全農とちぎ、農協
中央会と協議した結果、前年並みの面積と数
量を計画し、品種の転換を計画して表２のとお
り採種計画をまとめました。

（表１）　平成２９年産麦類種子生産実績数量
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（表２）　平成３０年産麦類採種計画　　
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平成30年産麦類の栽培技術について
栃木県農政部経営技術課

１． 29 年産麦の生育概況および作柄
播種作業は 10 月下旬から県中北部で始ま

り、11 月上旬の天候が良好であったことから、
平年に比べ進んでいました。しかし、11 月 11
日以降の断続的な降雨の影響により、11 月 28
日調査で 74%（平年 94%）と県南を中心に平
年より遅れました。

二条大麦の苗立数は平年並でしたが、播種
後の低温や積雪等の影響により生育は平年よ
りやや遅く、12 月 18 日調査の茎数は 206 本
/㎡（平年比 82%）と少なくなりました。

年明け後は、気温が平年並から高く推移し
生育は回復傾向となり、茎数は３月 18 日調査
で 1,248 本 /㎡（平年比 117%）と平年より多
くなりました。

茎立期は、平年よりやや遅い３月中旬頃で
した。なお、県南では早まきのほ場において、
３月上旬に茎立期を迎えましたが、その後の
低温により一部のほ場で幼穂凍死が見られま
した。

県平均の出穂期は、二条大麦は４月 13 日と
平年より３日早く、六条大麦は４月 21 日、小
麦は４月 28 日と、それぞれ平年より１日早ま
り、穂数は、677 本 /㎡（二条大麦）と平年並
となりました。なお、出穂期頃（４月中旬）に
25℃以上の高温となった地域では、不稔粒の
発生が二条大麦で僅かに見られました。

刈取作業は、二条大麦は５月 21 日頃から始
まり、進捗率は６月８日で 90%（平年 72%）、
６月 18 日で 100%（平年 98%）と平年より早く
作業が終了しました。小麦は６月４日頃から始
まり、進捗率は６月 18 日で 60%（平年 51%）、
６月 28 日で 99%（平年 96%）と平年より早く
終了しました。

収穫量は平年並から多く、出穂後の気温が
高かったことから成熟期が早まり一部でやや
細麦傾向でした。また遅発茎の発生等により
成熟ムラが見られたほ場では、青未熟粒の混
入により外観品質が低下しました。なお、赤
かび病や穂発芽はほとんど発生しませんでし
た。

以 上、29 年 産 麦 類 の 単 収 は、 二条 大 麦
380kg/10a、 六 条 大 麦 311kg/10a、 小 麦

382kg/10a と、全ての麦種で平均収量（直近
7 か年のうち最高年と最低年を除いた 5 か年
間の平均）を上回りました（表１）。

２． ３０年産麦の栽培のポイント
1） 排水対策の徹底

麦類は出芽から登熟期の全栽培期間を通
じて湿害を受けやすい作物です。

図１は、単収と降水量の関係を表したもの
で、１日当たりの降水量が多くなるほど単収
が低下しますので、湿害を軽減するため排
水対策の徹底が重要になります。

対策は、排水良好なほ場に作付けすると
ともに、地域での話合いによるほ場の団地
化に努め、隣接する水田や用水路からの横
浸透による湿害を避けましょう。また、プラ
ソイラーやスタブルカルチ、サブソイラー等
による心土（硬盤）破砕を行い浸透排水を
良くします。さらに、降雨等による地表水を

表１　 29年産麦の作付面積及び収量

図１　麦単収と降水量との関係
（平成6年産～29年産、但し平成26年産は穂発芽被害
のため除く）
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早期に排水するため、ほ場周辺に排水溝を
設置します。この時、排水口は低く掘り下げ
て必ず排水路につなぎましょう。なお、排水
の悪いほ場ではほ場内にも 5 〜 10m 間隔で
排水溝を設けましょう。

上記の対策を実施しても排水が不十分な
場合は、畝立て同時播種栽培を組み合わせ
ることを検討しましょう。

２） 種子消毒

近年、二条大麦においてオオムギ斑葉病
が増加傾向にあります（図２）。

オオムギ斑葉病が発生すると、減収や品
質低下が懸念されます。ほ場で発病したら
薬剤による防除は困難であるため、種子消
毒を徹底し、健全な麦の生産に努めましょ
う。

オオムギ斑葉病に対する種子消毒の効果
は処理方法により異なり、一般的に浸漬処
理による効果が高く、粉衣処理はやや不安
定になりますので、浸漬処理により種子消毒
を実施しましょう（表２）。

麦類の種子消毒の実施率は、稲や大豆に
比べ低いですが、安定生産には必要な作業
となりますので、必ず実施しましょう。

3） 施肥管理
近年、窒素成分は速効性のみで、燐酸と

加里の成分を窒素と同等に抑えた安価な肥
料を使用するケースが一部で見られます。窒
素成分に合わせた施用量では燐酸不足で生

育不良となりやすく、さらに生育後半に肥料
切れしやすいほ場や暖冬の年等は、細麦や
低蛋白になりやすいので、麦専用肥料の使
用を基本とします。

施用量は、品種、用途により変わります。
前年産の蛋白質含有率分析結果や作柄等を
参考に、ほ場の状況に応じて施用量を検討
しましょう。

一般的に、黒ボク土や大豆跡では麦の生
育後半に地力窒素が発現するので、緩効性
窒素割合が低い肥料や速効性窒素のみを配
合した麦専用肥料が適しています。一方、砂
質土壌では生育後半に肥切れしやすいので、
緩効性窒素割合の高い麦専用肥料が適して
います。

なお、品種ごとの標準的な施肥量は表３
のとおりです。

３． おわりに
栃木県では麦の播種作業が行われる 11 月

までを「秋の栃木県農作業安全確認運動」実
施期間（9 〜 11 月）として、事故防止対策の
取組を推進しています。

本県では農作業による死亡事故が毎年発生
し、過去 10 年間に 69 名もの尊い命が失われ
ています。死亡事故原因別では全体の約 1/4
が乗用型トラクターによるもので、年齢別では
約 8 割が 65 歳以上の高齢者になります。

これから麦の播種作業等の農繁期を迎える
にあたり、乗用型トラクターを含む農業機械の
点検及びほ場や移動経路状況確認の徹底によ
り、危険箇所の修繕等を行うとともに、農作
業は余裕を持って行いましょう。また、作業者
への家族や仲間からの「声かけ」（注意喚起）
を実施し、事故防止につなげましょう。

図２　オオムギ斑葉病発生状況
（５月上旬：二条大麦調査　農業環境指導センター調べ）

表２　大麦斑葉病（浸漬処理）に登録のある主な薬剤

表３　品種別施肥基準



− 6−

平成29年度　種子生産体制向上研修会を開催して

　本年度は、８月３日～４日に種子の品質向上
を図ることを目的として、種子生産ＪＡ担当者
並びに種子生産者等 33 名が参加し、ＪＡ全農
いしかわ種子調製センターへの視察研修を開催
しました。
　種子調製センター併設の種苗センター会議室
に於いて石川県主要農作物種子協会の向井事務
局長、ＪＡ全農いしかわ種子調製センターの南
センター長と前田担当を講師として、石川県に
おける採種事業の取り組みや種子センターの運
営体制について丁寧な説明を頂きました。

○石川県主要農作物種子協会の概要

　昭和 37 年に「白山郷主要農作物採種組合」
を「石川県主要農作物種子協会」と改称し、優
良種子の計画的な生産確保及び円滑な流通を図
ることを目的として発足しました。その後、平
成 10 年に「社団法人石川県主要農作物種子協
会」として法人化するとともに、ＪＡ全農いし
かわ種子調製センターを建設しました。これに
より、４ＪＡで行われてきた選別調製を一元化
することで、集中配送システムを確立し、種子
生産性の向上、高品質化を図っています。

○石川県における種子生産状況

　南センター長から種子（もみ、麦類、大豆）
の採種計画等について説明がありました。29
年産の採種計画については、種子もみは 681 ト
ンで、コシヒカリ・ゆめみづほ・能登ひかり・
新品種のひゃくまん穀等を４ＪＡで行っていま
す。種子麦類は 90 トンで、ファイバースノウ
を２ＪＡで行っています。種子大豆は 45 トン
で、里のほほえみを２ＪＡで行っています。
　また、種子生産体制においては、特徴的な部
分として、生産者自身はコンバイン等の農業機
械を持たず、営農組合が種子場ＪＡからレンタ
ルして、刈り取り等を行う点です。なお、刈り
取りした種子は種子場ＪＡが乾燥作業と種子調
製センターへの搬入を行い、調製しています。

○種子品質向上対策

　向井事務局長及び南センター長から品質向上
対策と具体的な方法について説明がありまし
た。
　品質向上対策としては、石川県、全農いしか
わ、種子協会等で技術検討会を開催し、病害虫
防除に関する対策等を行っています。

研修時の様子

石川県種子調製センター
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　種子もみの病害虫防除については、特定病害
や種子伝染性病害の防除を最も重視していま
す。特に、種子消毒を徹底しており、糸状菌病
と細菌病の双方に効果のあるテクリード C 水
和剤等の薬剤を防除指針に基づいて散布してい
ます。
　また、もみ枯細菌病及び稲こうじ病への対策
にも力を入れています。もみ枯細菌病について
は、種子消毒、床土消毒及び本田期防除と３つ
の方法で防除を行っています。稲こうじ病につ
いては、防除適期を出穂 10 〜 14 日前とし、Ｚ
ボルドー粉剤を用いて防除を行っており、特に、
穂ばらみ期に雨が多いと多発しやすいので注意
をしています。

○種子調製センターの視察

　種子調製センターの設備機能については、原
料もみの重量測定設備（荷受けトラックスケー
ル）、水稲・大麦種子の選別調製設備（２トン
／ｈが２系列）、種子消毒設備（２トン／ｈが
１系列）、除去もみ処理設備（５インチ・36 俵
／ｈが１系列）及び種子もみの発芽試験で休眠
打破用として、恒温器等を設置しています。
　種子消毒設備では、消毒液タンクからの送液
不可を確認するための警報装置が追加で設置さ
れています。

　また、生産者へは、大型農家を中心に直接種
子もみを販売するが、多くは農協等の育苗セン
ターへ種子もみを販売し、育苗センターで苗を
作り、生産者が購入するのが一般的な体制と
なっています。なお、販売数量が多い大型育苗
センターへの対応として、フレコン袋での種子
出荷設備の追加設置を行っています。
　以上のように、丁寧に管理された種子調製工
程や調製設備に参加者一同感心し、研修を終了
しました。

種子センター内視察時の様子

水稲・大麦種子の選別調製設備
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○第 33 回通常総会が開催されました。
　６月 30 日に第 33 回通常総会が開催され、①平成 28 年度事業報告及び収支決算の承認、②役員
の選任、③顧問の推たいの３議案が審議され、全議案が原案通り承認されました。

○第 21 回臨時総会が開催されました。
　７月 31 日に第 21 回臨時総会が開催され、書面による会員全員の賛同の下、新たな役員が選任さ
れました。　
　なお、臨時総会後の現在の協会役員名簿は下記のとおりです。

（公社）米　麦　改　良　協　会　情　報

代 表 理 事 会 長

代表理事副会長

〃

常 務 理 事

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

監 　 事

〃

髙橋　　武

大島　幸雄

谷田部直久

小瀧　勝久

関本　幸一

菊地　秀俊

荒井　　節

国府田厚志

五月女貞作

長嶋　　俐

石原　典男

小倉　弘行

増田　　高

猪瀬　尚孝

荒井　秀明

全農栃木県本部運営委員会会長

栃木県農業協同組合中央会副会長

全国農業協同組合連合会栃木県本部長

学識経験者

栃木県食糧集荷協同組合

種子生産組織代表

種子生産組織代表

種子生産組織代表

種子生産組織代表

農産物受検組合連合会・種子利用農協代表

農産物受検組合連合会・種子利用農協代表

農産物受検組合連合会・種子利用農協代表

農産物受検組合連合会・種子利用農協代表

栃木県農業協同組合中央会専務理事

全国共済農業協同組合連合会栃木県本部長

役　職　名     　　　　　所　　属　　団　　体　　　　　　　　氏　　名
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○主要農作物種子に関する要請活動
　主要農作物種子法が廃止となりますが、栃木県においては、種子生産体制が継続されるよう栃木
県農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合会栃木県本部とともに要請活動を行いました。
・4 月 17 日　農政懇談会
・8 月 22 日　平成 30 年度県農業施策・予算に関する要請
・9 月 14 日　主要農作物種子に関する要請

（要請文）
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